
第３章
ものづくりの基盤を支える教育・研究開発

AI時代を担う人材育成基盤の構築１

（１）AI人材育成の方向性
近年、人工知能技術は、加速度的に発展しており、

世界の至る所でその応用が進むことにより、広範な産
業領域や社会インフラなどに大きな影響を与えている
が、我が国は、現在、人工知能技術に関しては、必ず
しも十分な競争力を有する状態にあるとは言い難い。
一方、我が国は、Society5.0 の実現を目指し、世

界規模の課題（SDGs）の解決に貢献するとともに、
我が国自身が直面する高齢化、人口減少、インフラの
老朽化などの社会課題を他国に先駆けて解決し、産業

競争力の向上を目指していく必要がある。これらの課
題は、人工知能をはじめとしたテクノロジーのみで解
決できる問題ではなく、テクノロジーと社会の仕組み
を連動して変革し、「多様性を内包した持続可能な社
会」を実現することが必要である。
このような社会の実現を目標として、「AI 戦略

2019」においては、AI 時代を担う人材育成の重要性
を強調している。AI をきっかけとする社会の大転換
が進む中で、今後は、AI を作り、活かすことにより、
新たな社会の在り方や新しい社会にふさわしい製品・
サービスをデザインし、新たな価値を生み出すことが
できる人材が求められており、今後の社会や産業の活

2030年頃には、AI注1、ロボット、ビッグデータ注2

など第４次産業革命注3とも言われる技術革新が一層進
展し、社会や生活を大きく変えていく超スマート社会
（Society5.0注4）の到来が予想されているが、その一
方で、総論でも記述した新型コロナウィルス感染症の
感染拡大に代表されるように、様々な要因によって引
き起こされる世界的な「不確実性」への対応も大きな
課題となっている。このような社会の変革の中で、我
が国は世界規模の課題の解決に貢献するとともに、我
が国自身が直面する課題を克服しつつ産業競争力を向
上していくことが重要な課題である。
人材は、我が国が世界に誇る最大の資源であり、今
後の Society5.0 においては、新たな社会の在り方に
対応し、AI を活用しつつ新しい社会をデザインし、
新たな価値を生み出すことができる人材が求められて
いる。ものづくり分野においても、変化に対応でき、
新たな価値を生み出す人材を量・質共に充実させるこ
とが重要である。このような、人材を育成するため、

今後は学びの変革に向けた先導的な取組を積極的に進
めていく必要がある。
このような認識の下、我が国のものづくり人材の育

成については、今後の社会において必須となる「数理・
データサイエンス・AI」に関する知識・技術の習得
のための教育機会の充実を図るとともに、ものづくり
への関心・素養を高める小学校、中学校、高等学校に
おける特色ある取組の一層の充実や、大学の工学関連
学部、高等専門学校、高等学校の専門学科、専修学校
などの各学校段階における職業教育などの推進が必要
である。また、伝統的な技法や最新技術などの活用に
よる、文化財を活かした新たな社会的・経済的価値の
創出や、文化や伝統技術を後世に継承する取組なども
重要となっている。さらに、イノベーションの源泉と
しての学術研究や基礎研究の重要性も鑑みつつ、もの
づくりに関する基盤技術の開発や研究開発基盤の整備
も不可欠の取組である。

注１　�AI は、artificial� intelligence の略。大まかには「知的な機械、特に、知的なコンピュータプログラムを作る科学と技術」と説明され
ているものの、その定義は研究者によって異なっている状況にある。

注２　�デジタル化の更なる進展やネットワークの高度化、またスマートフォンやセンサー等 IoT関連機器の小型化・低コスト化による IoTの
進展により、スマートフォン等を通じた位置情報や行動履歴、インターネットやテレビでの視聴・消費行動等に関する情報、また小型
化したセンサー等から得られる膨大なデータ。

注３　�2016 年１月にスイス・ダボスで開催された第 46回世界経済フォーラム（�World�Economic�Forum（以下「WEF」という。））の年
次総会（通称「ダボス会議」）の主要テーマとして取り上げられ、その定義をはじめ議論が行われた。WEFでは、「現在進行中で様々
な側面を持ち、その一つがデジタルな世界と物理的な世界と人間が融合する環境」と解釈しており、具体的には、あらゆるモノがインター
ネットにつながり、そこで蓄積される様々なデータを人工知能などを使って解析し、新たな製品・サービスの開発につなげる等として
いる。

注４　�サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、
人間中心の社会（Society）。狩猟社会（Society�1.0）、農耕社会（Society�2.0）、工業社会（Society�3.0）、情報社会（Society�4.0）
に続く、新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の姿として初めて提唱された。

第１節　不確実性の高まる社会の変化に対応することのできる人材の育成
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力を決定づける最大の要因の一つであると指摘してい
る。
このように、人材の育成・確保は、緊急的課題であ
るとともに、初等中等教育から高等教育、リカレント
教育、生涯学習を通じた長期的課題である。特に、
「数理・データサイエンス・AI」に関する知識・技
能と、人文社会芸術系の教養をもとに、新しい社会の
在り方や製品・サービスをデザインする能力の育成が
重要である。持続可能な社会の創り手として必要な力
を全ての国民が育み、社会のあらゆる分野で人材が活
躍することを目指し、これまでの教育方法の改善や、
STEAM教育などの新たな手法の導入・強化、さらに
は、実社会の課題解決的な学習を教科横断的に行うこ
とが不可欠となる。
具体的には、全ての人に共通して求められる力とし
て、文章や情報を正確に読み解き対話する力、科学的

に思考・吟味し活用する力、価値を見つけ生み出す感
性と力、好奇心・探求力が必要となる。また、新たな
社会を牽引する人材として、技術革新や価値創造の源
となる飛躍知を発見・創造する人材、技術革新と社会
課題をつなげ、プラットフォームを創造する人材、
様々な分野においてAI やデータの力を最大限活用し
展開できる人材が求められるようになることが考えら
れる。そのため、今後の教育の方向性として、「公正
に個別最適化された学び」を実現する多様な学習の機
会と場の提供、基礎的読解力、数学的思考力などの基
盤的な学力や情報活用能力の習得、文理分断から脱却
するための方策などについて取り組んでいくことが必
要である。また、数理・データサイエンス・AI のリ
テラシーレベルや応用基礎レベルの能力の習得、高い
能力を発揮しイノベーションを創出することのできる
環境整備などが重要である。

（２）�初等中等教育段階における新たな社会を創造
していくために必要な力の育成

「AI 戦略 2019」（2019 年６月統合イノベーショ
ン戦略推進会議決定）においては、「数理・データサ
イエンス・AI」に関する知識・技能や、新たな社会
の在り方や製品・サービスをデザインするために必要
な基礎力などを、デジタル社会における基礎知識（い
わゆる「読み・書き・そろばん」的な素養）と位置付
けている。このため、これらを誰もが身に付けること
ができるようリテラシー教育を進めていくこととして

おり、全ての高等学校卒業生が、「数理・データサイ
エンス・AI」に関する基礎的なリテラシーを習得し、
新たな社会の在り方や製品・サービスのデザインなど
に向けた問題発見・解決学習の体験などを通じた創造
性を涵養することを目標としている。
この目標の達成のため、初等中等教育段階におい

て、情報活用能力の育成、理数素養の習得、STEAM
教育の推進など、所要の取組を進めている。
情報活用能力の育成については、2020年４月から

順次実施されている新学習指導要領において、言語能

図311-１　「AI 戦略 2019」におけるAI 人材育成に係る主な取組

第
１
節

  

不
確
実
性
の
高
ま
る
社
会
の
変
化
に
対
応
す
る
こ
と
の
で
き
る
人
材
の
育
成

ものづくりの基盤を支える教育・研究開発　　第3 章

201



力などと同様に「学習の基盤となる資質・能力」と位
置付けられ、各学校におけるカリキュラム・マネジメ
ントを通じて、教育課程全体で育成するものとなった。
特に、プログラミング教育については、小学校におい
て必修となるなど小・中・高等学校の全ての学校段階
を通じてプログラミング教育を実施することとしてお
り、円滑な実施のために、プログラミング教育に関す
る有益な情報提供などを行うこととしている。
理数素養の習得については、現行の学習指導要領に
おいても、小・中・高等学校を通じて算数・数学の中
で統計的な内容について指導がなされているところで
あるが、2020年４月から順次実施されている新学習
指導要領においては、小学校算数において「データの
活用」の領域を新設し、小・中・高等学校の各学校段
階において内容を新たに加えるなど、統計教育の更な
る充実を図っている。また、大学などにおける数理・
データサイエンス教育との接続を念頭に、確率・統計・
線形代数などの基盤となる知識を高等学校段階で修得
するための教材作成を進めている。
STEAM教育とは、各教科などでの学習を実社会で
の課題解決に活かしていくための教科等横断的な教
育を指すものであり、その趣旨は、高等学校の新学
習指導要領に新たに位置付けられた「総合的な探究
の時間」や「理数探究」と多くの共通点を有する。
STEAM教育は、スーパーサイエンスハイスクールな
どにおいて、これまでも先導的に取り組まれてきたも
のであり、そうした取組も活かしながら、事例の構築
や収集、モデルプランの提示、全国展開などを通じて、
新たな社会を創造していくために必要な力の育成を進
めていくこととしている。

このような取組を進めていくためには、それを支え
る環境の整備も不可欠である。
学校における ICT 環境整備は、そもそも全国的に

整備が進んでおらず、自治体間の格差も大きい。この
ような状況を打開すべく、令和の学校のスタンダード
として「GIGAスクール構想の実現」として高速大容
量の通信ネットワークと、義務教育段階の児童生徒１
人一台端末の一体的な整備を文部科学省において進め
ていく。今後さらにGIGAスクール構想の実現によ
り遠隔教育の推進など、教育の情報化を進めていく。
また、教員の ICT 活用指導力の向上に向けて、文

部科学省において、教科などの指導における ICT の
活用について記載した「教育の情報化に関する手引」
を作成・公表するとともに、教職員支援機構において
「学校教育の情報化指導者養成研修」を実施してい
る。また、各教科などの ICT の効果的な実践事例な
どの作成を進めることにより、今後とも教員の ICT
活用指導力の向上を図ることとしている。
あわせて、情報活用能力の育成については、特に新

設された高等学校情報科に対応した担当教員の指導力
向上を推進するため、都道府県などの研修や担当教員
が個人で活用できる教員研修用教材を作成・公表して
いる。
また、文部科学省では、「『情報科学の達人』育成官

民協働プログラム」において、民間企業・団体の資金
協力を得て、情報オリンピックなどの科学オリンピッ
クで優秀な成績を収めた高校生などに国際的な研究活
動の機会などを与え、高校段階から、世界で活躍する
トップレベル IT人材の育成を図っている。

つくば市では、現在、市全体で無線 LAN、タブレット、大型提示装置、デジタル教科書、校務用 PC
を１人１台設置している。つくば市立みどりの学園義務教育学校は平成 30年４月開校、公立の小中一貫
の義務教育学校であり、小学校全学年で発達段階に応じたプログラミング教育を展開している。また、全
職員による ICT活用・STEAM・１年生からの英語・SDGs を実践し、2040 年代に必要な 21世紀型ス
キルの育成に取り組んでいる。
2020年１月 16日には、文部科学大臣が同校を視察し、ロボットを使った外国語活動や、国語と図画

工作とプログラミングを融合した授業、デジタル教科書を活用したり、大型提
示装置を顕微鏡とつないで理科の観察を行ったりする授業など、ICT を効果
的に活用し、主体的に学ぶ子供たち
の様子を視察した。

コラム 茨城県つくば市教育委員会の取組
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令和２年度から全面実施された小学校プログラミング教育については、文部科学省・総務省・経済産業
省及び、３省と教育・IT 関連の企業・ベンチャーなどと共に設立した「未来の学びコンソーシアム」が
連携して推進している。2018 年３月から、「未来の学びコンソーシアム」が立ちあげた「小学校を中心
としたプログラミング教育ポータル」（https://miraino-manabi.jp/）において、プログラミング教育
の具体的な指導事例を掲載している。また、2019 年度及び 2020 年度には、「みらプロ」として、企業
と連携して、「プログラミングが社会でどう活用されているか」に焦点を当てた総合的な学習の時間にお
ける指導案等の提供を行う取組を行っている。これらを通じて、引き続き、小学校におけるプログラミン
グ教育の充実を図っていく。

コラム 企業と連携したプログラミング教育の推進について

（３）�高等教育段階における全学的な数理・データ
サイエンス・AI教育の強化・エキスパート人
材の育成、異分野融合型教育の推進

AI 戦略 2019 においては、数理・データサイエン
ス・AI に関して、「文理を問わず全ての大学・高専生
（約 50万人卒／年）が初級レベルの能力を習得する
こと」、「大学・高専生（約 25万人卒／年）が自らの
専門分野への応用基礎力を習得すること」が、目標と
して掲げられている。
その実現のため、文部科学省では、全ての大学・高
専生が「データ」をもとに事象を適切に捉え、分析・
説明できる力を修得すること、すなわち「データ思考
を涵養すること」を目指し、リテラシーレベルの数理・
データサイエンス・AI教育の基本的考え方、学修目標・
スキルセット、教育方法などを体系化したモデルカリ
キュラムを策定・活用するとともに、全国の大学など
への普及・展開を推進している。また、2020年度中
に、自らの専門分野での活用が必要となる応用基礎レ
ベルのモデルカリキュラムを策定することや、応用基
礎レベルの数理・データサイエンス・AI 教育を全国
の大学・高専に普及・展開する予定である。
また、大学が自らの判断で機動性を発揮し、学内の
資源を活用して学部横断的な教育に積極的に取り組む
ことができるよう「学部、研究科等の組織の枠を越え

た学位プログラム」を設置可能とする所要の規定を
2019 年８月に改正・施行した。2020 年度からは新
たに「知識集約型社会を支える人材育成事業」におい
て、特定の専門分野に焦点を当てた学修に留まるので
はなく、今後の社会や学術の新たな変化や展開に対し
て柔軟に対応しうる幅広い教養と深い専門性を有する
人材育成を行えるような新たな教育プログラムを構
築・実施する取組の支援を行うことを予定している。
エキスパート人材の育成について、文部科学省で

は、大学、企業などがコンソーシアムを形成し、各分
野の博士人材などに対して、データサイエンスなどの
スキルを習得させる育成プログラムを開発・実施し、
キャリア開発の支援を行う「データ関連人材育成プロ
グラム」を実施することにより、高度データ関連人材
を育成し、社会の多様な場での活躍を促進している。
また、理化学研究所革新知能統合研究センター（AIP
センター）において、国内外のインターンシップの受
け入れや研究開発のOJTを通じた研究人材の育成に
取り組むほか、科学技術振興機構において、人工知能
などの分野における若手研究者の独創的な発想や、新
たなイノベーションを切り開く挑戦的な研究課題に対
する支援を推進している。
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（４）�社会人の基本的な情報知識と実践的活用スキ
ルの習得機会の提供

AI 戦略においては Society5.0 の実現を進めるた
めに、「多くの社会人が、基本的情報知識と、データ
サイエンス・AI 等の実践的活用スキルを習得できる
機会をあらゆる手段を用いて提供」することが目標の
一つとされており、文部科学省においても社会人の基
本的な情報知識と実践的活用スキルの習得機会の提供
に取り組んでいる。
大学においては、情報技術人材の育成機能の強化を
目指し、産学連携による課題解決型学習（PBL) など
の実践的な教育の推進により、主に IT 技術者を対象

とした短期の学び直しプログラムを開発・実施する取
組を支援している。
また、放送大学では、数理・データサイエンス・AI

教育に関する授業科目や公開講座を提供するため、放
送番組やインターネット配信コンテンツの制作に取り
組んでいる。
専修学校においても、Society5.0 等の時代に求め

られる能力について分野ごとに体系的に整理し、その
養成に向けたモデルカリキュラムの開発を実施してい
るところであり、2019 年度は 20箇所でモデル事業
を実施している。

AI 戦略 2019 では、大学・高専における数理・データサイエンス・AI 教育のうち、特に優れた教育プ
ログラムを政府が認定する制度を構築することとされ、2020年度を認定開始の目標年度としている。具
体的な認定方法やレベル別の認定基準、産業界での活用方策などは、内閣府、文部科学省、経済産業省の
協力の下、「数理・データサイエンス・AI 教育プログラム認定制度検討会議」において検討が進められ、
報告書が策定されたところである。本報告書を踏まえ、認定された教育プログラムは政府だけでなく産業
界をはじめとした社会全体として積極的に評価する環境を醸成し、質の高い教育を牽引していくような制
度の構築を目指している。

コラム 数理・データサイエンス・AI 教育プログラム認定制度

放送大学は、放送大学学園法に基づき、BS放送（テレビ、ラ
ジオ）やインターネットの活用などにより大学教育の機会を幅
広く提供する通信制大学であり、30 ～ 60 歳代を中心に、10
～ 100歳代までの幅広い年齢層が学んでいる。
放送大学では、学校教育法に定める履修証明制度に基づく制
度として、科目群履修認証制度「放送大学エキスパート」を実
施している。同制度は、放送大学が指定する授業科目群を履修
することにより、一定分野の学習を体系的に行ったことを証明
するものであり、単位取得のほか、履歴書に記載することもで
きる認証状の交付を受けることができる。
「放送大学エキスパート」には、現在 25の学習プランがあり、
その一つとして「データサイエンスプラン」が開講されている。
同プランは、データサイエンスの基本要素となる科目を学ぶこ
とにより、データを収集・分析し、数理的思考に基づいて社会
の様々な課題を解決することや、データサイエンティスト、ア
クチュアリー、データアナリストとなる力を身に付けることを
目指している。

コラム 放送大学：科目群履修認証制度「データサイエンスプラン」
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